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再選後初の定例議会で、市長へ一般質問*を

行いました。

まず取り上げたのが「コロナ対策」。まだ感染

のリスクは消えていませんが、感染症法上の位

置付けが二類相当から五類に移行し、一区切

りがついたところです。

しかし、今回の感染症の流行は例外的なもの

ではありません。地球温暖化やグローバル化

の進展によって、蚊やダニなどを媒介とする

無所属・YouTuber・⼦育てパパ

実際の様子をぜひ動画で

ご覧ください！（1時間49分頃)

*年4回の定例議会中に、議員個人が直接市長等に質問できる機会で、

議員が任意で行います。堀りょういちはほぼ全ての機会で一般質問を

行っています。

新たな感染症のリスクは高まっていると言われます。地震や風水害と同様、感染症に

も十分な危機管理がなされるべきではないでしょうか。

私は「コロナ禍における本市の対応を徹底的に検証し、実効性のある計画を作るべ

きだ」と訴えました。これに対して、市長は「健康危機管理に関する行動計画の見直し

については重要なことであると認識して」おり、「本市の地域性や実情に沿った独自

の行動計画を策定し、次なるパンデミックに備え万全の体制で臨んでいきたい」と回

答。令和6年度中に計画の見直しができるように

準備を進めるということでした。

コロナ禍の教訓を忘れることなく、将来世代に

しっかりと引き継いでいくことが、今私たちに求め

られているのではないでしょうか。
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★ 松下政経塾31期入塾 (本市出身では初） 2年半で中退し、アクセンチュア（株）入社。

企業のデジタル化や業務改革に従事→自殺対策を進めるNPO法人にて相談・支援に従事。

★ 2019年に横須賀市議会議員に初当選。現在２期目。会派「よこすか未来会議」に所属。

★ 冒険遊び場「よこすかプレーパーク」を設立。子どもの居場所づくりに自ら草の根で活動中。
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2．投票率が過去最低に。民主主義の危機をどう乗り越えていくか

投票率が下がり続けています。2023年の横須賀

市議会議員選挙においては、投票率は４０.４１％で、

補選を除いて過去最低となりました。

私含めて議員が自身のあり方をまず省みる必要

がありますが、民主主義の危機的状況について国

単位の議論が必要な段階にあると考えます。

そこで私は一般質問で①主権者教育も含めたさ

らなる取組の必要性、②「過去の選挙結果」の綿密

な分析とそれに基づく対策、③足が不自由だった

り障がいなどの理由で「投票したくてもできない」

という方に対して投票権を保障する取組みの必要 出典：横須賀市選挙管理委員会

性を訴えました。民主主義の危機に対して、私たちに何ができるのか。今問われているのではない

でしょうか。

3．「人材」としての障がい者雇用へ

sukasuka-ippo代表の五本木さんと

これまでの障がい者雇用の多くは、企業の法定雇用率を

義務として満たすため、または社会的・道義的な観点での雇

用でした。一方で、日本の労働人口全体が減少し、働き方が

多様化する中で、障がい者雇用を「人材」「戦力」として捉え

直すべきだという機運が高まっています。

本市でも、横須賀商工会議所と進路支援型放課後等デイ

サービス等を展開するsukasuka-ippoさんが連携して、

障がい者の就労を後押しする全国初の取組が始まります。

そこで私は一般質問で、①こうした民間事業者と連携しな

がら市内の障がい者雇用をさらに進めること、②テレワークを含む在宅勤務など多様な働き方

を進めることを市長に提言しました。

これに対し、市長は「障害者の雇用促進には働く場の一層の拡大が何より重要であり、市として

も事業主の理解をさらに得られるよう様々な取組を行っていきたい」と述べ、在宅等の働き方推

進についても「関係機関とともに取り組んでまいります」と明言しました。

「できるだけ早く進めたい」と市長。これからの市の動向をしっかり注視していきます。


